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要旨 

 

近年の日本では，観光立国戦略の推進に伴い，ホテルなど宿泊施設の建設ブームが起き

ている。しかし，施設タイプや地域によって状況が若干違うが，外国人観光客向けの宿泊

施設の経営パフォーマンスは必ずしも期待したほど楽観できるものではない。合理的な宿

泊施設投資戦略・経営戦略を策定するためには，訪日外国人客の旅行行動（特に宿泊施設

選択行動）の特徴と影響要因を正しく認識する必要がある。本研究では，国土交通省の「訪

日外国人消費動向調査」や「宿泊旅行統計」など統計データおよび訪問調査に基づいて，

訪日外国人客の宿泊施設選択行動の国（地域）別特徴と変化を考察した。さらに，「一人当

たり一泊宿泊費」を宿泊施設選択行動の特徴を総合的に反映する指標とみなして，2014～

2018 年の 18 の国（地域）からの訪日客宿泊行動に関するパネルデータと変量効果モデル

を用いて同指標の影響要因を検証した。分析結果によると，訪日外国人客の国別一人当た

り一泊宿泊費は，注目されている一人当たり買物代と大きく違って，基本的に出身国の平

均所得水準に左右されている。所得水準要因のほか，訪問目的や旅行客属性及び宿泊文化

などの要因も影響しているとみられている。本研究の結果は，今後日本各地の宿泊施設投

資戦略・経営戦略を策定する際に，訪日外国人客の国別構成・属性構成の変化と主要訪日

国の所得水準の動向を確認したうえ，慎重に検討する必要がある，と示唆している。 
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１．はじめに  

 

近年の日本において，インバウンド観光産業の成長ポテンシャルと経済波及効果が大き

く期待されている。政府の観光立国戦略の本格的推進に伴い，各地方自治体はアジア客を

はじめとする外国人観光客の誘致を地域振興策の柱の一つとして重視し，交通・通信など

関連インフラの利便性を積極的に改善している（戴，2018）。また，インバウンド客の急増

に対応するために，ホテルなど宿泊施設の建設ブームも起こっている。ただし，全体的に

は宿泊施設に対する需要が増え続けているが，宿泊施設の収益状況は施設タイプや地域に

よってかなり異なるとみられている。効果的な宿泊施設の建設戦略・経営戦略を策定する

ために，訪日外国人客の旅行行動（特に宿泊施設選択行動）の特徴と影響要因を解明しな

ければならない。 

旅行行動は，旅行の諸段階における旅行者による様々な選択（旅行先選択，交通経路選

択, 宿泊施設選択，買い物選択など）の“連続過程”である。近年では，インバウンド客の旅

行行動に対する関心の高まりに伴い，関連調査が増えているものの（観光庁，各年），宿泊

施設選択行動について仮説を立てて統計分析に基づく実証研究はまだ非常に少ない。 

こうした現状を踏まえて，本研究では，訪日外国人客の宿泊施設選択行動に着目し，そ

の行動の特徴と影響要因を明らかにしようとする。全文は 4 章から構成される。次の第 2

章では，観光庁の「訪日外国人消費動向調査」と「宿泊旅行統計調査」の統計データを用

い，近年の訪日外国人客の宿泊施設選択行動の特徴と変化を考察する。第 3章では，2014

～2018年の国籍別パネルデータと変量効果（Random Effect）モデルに基づいて，外国人客

の一人当たり一泊宿泊費の影響要因を明らかにする。最後の第 4 章では，本研究の分析結

果の政策インプリケーションを示す。 

  

2．訪日外国人客の宿泊施設選択行動の特徴 

 

2.1訪日外国人客規模の推移 

図 1 と図 2 は，1990 年以降の訪日外国人客の規模と地域別・国別構成の推移を示してい

る。これらの図表からは，次の動向が読み取れる。 

（１）日本政府が「観光立国戦略」を打ち出した 2003 年から，特に「アベノミクス」と

呼ばれる一連の経済振興政策を実施し始めた 2012 年以降，円安効果などによって訪日外

国人客数が急速に伸びっている（図１）。2018 年に，訪日外国人客の規模（3,119 万人）は

初めて 3000 万人を突破し，日本は世界有数な国際観光目的地に躍進している（2018 年の

外国人客受け入れ規模ランキングでは，日本が世界 11 位へ上昇すると推定される）。 

（２）どの地域からの観光客数も増えているが，アジアからの観光客数の伸びは最も目

立っている。過去 20 数年間に訪日外国人客全体に占めるアジア客の割合が増大しつつあ
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り，1990 年代の 6割台から近年の 8割台へ上昇している（図 2）。 

（３）訪日外国人客の主要送出国（地域）の順位にも大きな変化があった。長い間に韓

国と台湾は，訪日客の最重要な送出国（地域）であったが，2015 年から，中国（本土）か

らの観光客が急増した結果，訪日客規模の大きさ順で，中国，韓国，台湾，香港，アメリ

カが上位 5カ国（地域）となっている（図 2）。 

 

図１ 訪日外国人客規模の推移（人） 

 

（出所）日本政府観光局（各年）「訪日外客統計」により作成。 

 

図２ 5 大訪日国（地域）からの外客規模の推移（人） 

 

（出所）日本政府観光局（各年）「訪日外客統計」により作成。 
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2.2訪日外国人客の宿泊地選択 

年間 3000 万人を超える外国人客は，日本のどの地域を訪問し，そしてどこの宿泊施設を

利用しているのであろう。本章では，観光庁の「宿泊旅行統計調査」における外国人延べ

宿泊者数データを用いて，訪日外国人観光客の旅行先と宿泊先の地域構造と特徴を考察す

る。表１は，2014 年と 2018 年における訪日外国人客の都道府県別訪問率，都道府県別宿

泊割合（訪日外国人延べ宿泊者数全体に占める当該地域の割合），および両者の乖離（訪問

率－宿泊割合）を示している。 

表１ 訪日外国人客の訪問地と宿泊地の地域構造 

 

（出所）観光庁（各年）「訪日外国人消費動向調査」により作成。 
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同表からは，次のことが分かる。 

（１） 訪問率の最も高い地域は，関東（主に東京都，千葉県，神奈川県）と近畿（主に

大阪府，京都府，兵庫県，奈良県）である。その他に，九州（福岡県など），北

海道，中部（愛知県，静岡県）も人気訪問先となっている。2014 年と比べ，2018

年に，関東や中部への訪問率が幾分下がったが，近畿および九州・北海道・沖縄

への訪問率は上昇している。 

（２） 宿泊施設所在地として，最もよく利用されている地域はやはり関東と近畿である。

また，九州，北海道，中部も人気宿泊地となっている。ただし，2014 年と比べ，

2018 年に，関東や近畿の宿泊割合がともに下がったが，２大都市圏を含むこの

両地域以外の各地域の割合は，すべて上昇している。 

（３） 複数選択の回答ができる都道府県別訪問率（合計は 100％以上）と都道府県別宿

泊割合（合計は 100%）の間に，当然ながら，乖離がある。特に，東京都市圏と

大阪都市圏に位置する都道府県および主要国際空港を有する他の都道府県では，

両者の乖離がかなり大きい。 

一方，表２は，2018 年の主要 12 訪日国（地域）からの国別外国人延べ宿泊者数の都道

府県別宿泊分布を示している。同表からは，次の特徴を確認できる。 

（１）欧米（アメリカ，イギリス，フランス，オーストラリア）からの訪日客の宿泊先分

布は関東（断然第一位）と近畿（第二位）に著しく集中しているが，アジアからの訪日客

の宿泊先分布は相対的に分散的である。関東と近畿の他に，独特の自然環境を有する北海

道（長い降雪期）や九州（温泉・火山・海など）・沖縄（海，南国風光），および富士山（日

本の象徴）周辺数県（静岡，山梨，愛知）も，アジア客の人気旅行・宿泊先となっている。

また，近畿地域は，アジア客と欧米客のどちらにとっても，概して関東地域に次ぐ二番目

に重要な旅行先・宿泊先であるが，欧米客は文化古都京都を，アジア客は関西空港に近く

ショッピングもしやすい商業都市大阪を，それぞれ選好している。 

（２）アジア諸国（地域）の中においても，国（地域）によって，宿泊先分布構造がかな

り違う。雪国の体験がほとんどない低緯度諸国・地域（シンガポール，台湾，香港，マレ

ーシア，タイ）からの訪日客にとって，北海道の人気度は近畿の大阪・京都並み（ないし

それ以上）であるが，九州に近い韓国の訪日客にとって，九州の人気度は関東・近畿より

も高い。また，中国・タイ・マレーシアの訪日客の場合，富士山人気が高くその周辺数県

で宿泊する割合がかなり突出している。 

（３）近年では，九州を訪問し地域内の施設で宿泊する外国人客は増加しつつあるが，2018

年に，外国人宿泊客全体に占める九州泊の外国人客の割合はまだ 10%未満（9％）にとどま

っている（表 2）。国籍・地域別で見ると，韓国や台湾・香港からの訪日客の内，九州での

延べ宿泊者数の割合がかなり高いが，中国本土からの訪日客の九州泊の割合が 4％にとど

まっており，欧米客の同割合がさらに低い。 
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表 2 国籍（出身地）別延べ宿泊者数の施設所在地別構成（%, 2018 年） 

 

（注）本表は 10 人以上の従業員を有する宿泊施設を対象とする統計に基づくものである。 

（出所）観光庁（各年）「宿泊旅行統計調査」により作成。 
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2.3訪日外国人客の宿泊形態と推移 

日本における宿泊施設は多種多様で，ホテル（洋室中心），旅館（和室中心），自己所有

の別荘・コンドミニアム，会社・大学など所有の宿舎・寮，親族・知人宅，ユースホステ

ル・ゲストハウス，カプセルホテル，有料での住宅宿泊（民泊），などと分類されている。

訪日外国人客は，どのような施設を利用しているのであろうか？表 3 は，観光庁（各年）

「訪日外国人消費動向調査」における宿泊利用に関する調査データに基づいて，2014～2018

年の訪日外国人客による各種類宿泊施設の利用割合（構成比）を示している。同表からは，

次の特徴が分かる。 

（１） 外国人客の日本滞在期間中に，一番多く利用されているのはホテル（洋室中心）

で，その割合が安定して 80％前後に推移している。二番目多く利用されている

のは旅館（和室中心）で，その割合が 20%前後に推移している。ただし，注意す

べきことは，調査表に記入されているのは複数回答であり，1 泊さえ利用された

らカウントされる。このため，表３に示されている各種宿泊施設（ホテルと旅館

を含む）の利用割合（単純計算値）は，実際の利用割合より若干高くまたは低く

なっている。 

（２） 三番目以下よく利用されている宿泊施設の割合と順位は安定していない。2017

年前までは，「親族・知人宅」と「ユースホステル・ゲストハウス」は，3 位を争

っていたが，2017 年以降は，規制緩和の影響で，「有料での住宅宿泊（民泊）」を

中心とする「その他」の利用割合が一気に 3 位に上がった。 

（３） 学校の寮・会社所有の宿泊施設は，高くないが，安定な利用割合を持っている。

通常，この種の施設で宿泊する場合，滞在期間が比較的長いので，実際の利用割

合は，表３に示されている利用割合（単純計算値）より高いとみられる。 

 

表 3 訪日外国人客による各種宿泊施設の利用割合（％） 

 

（出所）観光庁（各年）「訪日外国人消費動向調査」により作成。 
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民泊の利用割合の急上昇に伴い，2018 年から観光庁「訪日外国人消費動向調査」の宿泊

施設分類では，従来の「その他」に含まれた施設を細分し，「有料での住宅宿泊（民泊）」

などの項目を明示している。表４は，2018 年主要 20 訪日マーケットからの国籍・地域別

訪日客の利用した宿泊施設の構成比率を詳細に示している。同表からは，次のことが確認

できる。 

（１） ホテル（洋室中心）は，どこの国（地域）からの訪日客にとっても，最も多く

利用される宿泊施設となっているが，平均所得水準が相対的に低いフィリッピ

ン，ベトナム，ロシアの訪日客の利用割合が各国（地域）平均値の 79％を大き

く下回り，50％台～60％台となっている。 

（２） 旅館（和室中心）は，ほとんどの国（地域）からの訪日客の 2 番目人気な宿泊

施設であるが，平均所得水準が相対的に低いフィリッピン，インドからの訪日

客の利用割合は，それぞれ 4.0%と 5.3％しかない。また，韓国客の利用割合も

他の国より低く，10%以下となっている。これに対して，欧米客や中国・台湾・

香港客の利用割合が高く，日本文化を積極的に体験しているとみられる。 

（３） 学校の寮・会社所有の宿泊施設は，ベトナムやインドなど東南アジア・南アジ

アからの訪日客が多用している。利用客の多くは，これら地域に急速に進出し

ている日系企業の関係者（現地会社の幹部候補，短期研修生など）である。 

（４） 親族・知人宅，ユースホステル・ゲストハウス，カプセルホテル，など無料あ

るいは低価格な宿泊施設は，平均所得水準の低い東南アジア・南アジアからの

訪問客をはじめ，欧米客（主に大学生などチャレンジ精神の強い若者）もよく

利用している。これに対して，東アジア客の場合，これら施設の利用割合が総

じて最も低くなっている。 

（５） 民泊は，訪日東アジア客（中国・台湾・香港・韓国）が多用していると報道さ

れているが，欧米客や東南アジア客も東アジア客と同じ程度（ないしそれ以上）

の割合で利用している。ただし，東アジア客全体の規模が大きいので，民泊を

利用した外国人客の内，確かに東アジア客が一番多いと考えられる。また，注

目すべきことは，平均所得水準の低い国（ベトナム，インド，ロシアなど）か

らの訪日客の民泊利用割合が最も低くなっていることである。したがって，民

泊の人気度が急上昇している理由は，安いからとは言えない。 
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表 4 国籍・地域別訪日客が利用した宿泊施設の構成（％，2018 年） 

 

（出所）観光庁（各年）「訪日外国人消費動向調査」により作成。 

 

2.4訪日外国人客の宿泊費 

前の数節では，訪日外国人客の宿泊地分布と宿泊施設利用の特徴と変化を明らかにした。

宿泊選択行動をより正確に理解するために，さらに訪日客の旅行期間中の宿泊支出を考察

する必要がある。本節では，国籍・地域別訪日客の旅行期間中の宿泊費総額，一人当たり

宿泊費，一人当たり一泊宿泊費を比較してみる。 

表 5 は，2018 年訪日外国人客の国籍・地域別旅行消費総額と費目別構成（宿泊費など）

を示している。また，表 6は，2018 年訪日外国人客の国籍・地域別一人あたり費目別旅行

支出を示している。 
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表 5 国籍・地域別の費目別訪日外国人旅行消費額 

 

（出所）観光庁（2019）「2018 年（平成 30 年）の訪日外国人旅行消費額（確報）」 

 

上の両表からは，主要 20 国（地域）からの訪日客の消費行動について，次の特徴がわ

かる。 

（１）2018 年訪日外国人旅行消費額（日本滞在中の消費額）は 4 兆 5,189 億円と推計され

ているが，国籍・地域別みると，中国が 1 兆 5,450 億円（構成比 34.2％）と最も大きい。

次いで，韓国 5,881 億円（同 13.0％），台湾 5,817 億円（同 12.9％），香港 3,358 億円（同

7.4％），米国 2,893 億円（同 6.4％）の順であり，これら上位 5カ国・地域の合計消費額は，

訪日外国人旅行消費額全体の 73.9％を占めている（表 5）。 

（２）訪日外国人１人当たり旅行支出総額は 15 万 3 千円と推計されているが，国籍・地域

別にみると，オーストラリアが最も高く（24 万 2 千円），次いでスペイン（23万 7 千円），

中国（22 万 5 千円）の順で高い（表６）。 

（３）国籍・地域によって，訪日外国人１人当たり旅行支出の費目構成が大きく異なる。

ロシアを除く欧米諸国からの訪日客の場合，高い順で宿泊費，飲食費，交通費，買物代と

なっている。これに対して，インドを除くアジア諸国からの訪日客の１人当たり買物代の

支出が高く，ほとんど費目別一位か二位になっている。そのうち，中国・台湾・香港・タ
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イ・フィリッピン・ベトナムの場合は，買物代，宿泊費，飲食費，交通費の順で高い。特

に中国人客の１人当たり買物代が突出して高い。一方，韓国・シンガポール・マレーシア・

インドネシアの場合は，宿泊費，買物代，飲食費，交通費の順となっている（表 6）。 

（４）訪日客全体の一人当たり旅行支出の費目構成では，宿泊費は２位となっている。 

 

表 6 国籍・地域別の費目別一人当たり旅行消費額 

 

（注）本表における「クルーズ客」は船舶観光上陸許可者，「一般客」はクルーズ客以外

の訪日外国人を指す。 

（出所）観光庁（2019）「2018 年(平成 30年)の訪日外国人旅行消費額（確報） 

 

注意すべきことは，訪日客の宿泊費と一人当たり宿泊費は，滞在期間の長さに大きく影

響される。国籍・地域別訪日客の一泊当たり宿泊支出水準を判断するために，表 7 は，近

年（2014～2018 年）主要 20国からの訪日客の一人当たり一泊宿泊費を示している。 
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表 7 国籍・地域別一人当たり一泊宿泊費（円） 

 

（出所）観光庁（各年）「訪日外国人消費動向調査」により作成。 

 

表７からは，次の特徴が確認できる。 

（１） 2014～2018 年に，ほとんどの国（地域）からの訪日客の一人当たり一泊宿泊費は

上昇している。ただし，訪日客数の急増と比べ，一人当たり一泊宿泊費の上昇は，

比較的に緩やかなものである。 

（２） フランス・ロシアを除く欧米諸国からの訪日客の一人当たり一泊宿泊費は，総じ

てアジア客の同指標より高いが，高所得水準のシンガポールと香港からの訪日客

の一人当たり一泊宿泊費は，ほとんどの欧米客よりも高い。 

 

3．訪日客の一人当たり一泊宿泊費の影響要因 

 

3.1 実証分析のモデル 

前の第 2 章では，訪日外国人客の宿泊施設利用行動の特徴と変化を明らかにした。ただ

し，こうした特徴と変化は，どのような要因の影響で形成されているのであろうか？本章

では，これについて実証分析を行う。本来なら，個人レベルのミクロデータに基づく分析
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が望ましいが，観光庁の「訪日外国人消費動向調査」の個票データの利用はまだ難しいと

いう制約の下で，同調査の国籍・地域別集計データを用いて分析する。具体的には，最近

5 年間（2014～2018 年）の 18 の主要国・地域（表 7 における 20 国・地域から宿泊費デー

タが揃ってないイタリア・スペインを除く）の訪日客の宿泊行動に関するパネルデータと

変量効果（Random Effect）モデルを用いて，宿泊施設選択行動を総合的に反映する国籍・

地域別（以下国別と略す）一人当たり一泊宿泊費を被説明変数として，その影響要因を検

証する。モデルを構築する際，宿泊選択行動に関する先行研究・関連調査（Gang Lia, et al. 

2013; Lockyer, 2015a; Lockyer, 2015b; Sohrabi, 2012; 観光庁，各年）と第２章の考察結果を踏

まえ，次の仮設に基づいて説明変数を選んだ。 

仮説 1：国別一人当たり一泊宿泊費は，当該国の平均所得水準に大きく左右される。 

仮説 2：国別一人当たり一泊宿泊費は，当該国旅行者の訪日目的や訪問先分布・宿泊施

設タイプなどに影響される。 

仮説 3：国別一人当たり一泊宿泊費は，当該国旅行者の属性（親友と同行する旅行者の

比率，年齢構成，性別構成）などにも影響される。 

 

本研究の実証分析で使われた変量効果モデルは次の通りである。 

Yit = X'itβ +α+ ui +ɛit 

        i = 1, 2, …18;  t =2014, 2015, 2016, 2017, 2018 

ただし， 

Y は被説明変数である。 

X と βはそれぞれ諸説明変数とその係数のマトリクスである。 

ui は国(地域)i 特有の個別効果で，説明変数と相関しない。 

ɛit は誤差項である。 

αは常数項である。 

 

本研究の実証分析で設定される説明変数と諸説明変数の意味は次の通りである。 

Rrate it（被説明変数）：t 年の国（地域）i からの訪日客の一人当たり一泊宿泊費（円） 

sTokyo it：t年の国（地域）iからの訪日客の（ホテル代の高い）東京都の訪問率（％） 

Two＋it：t 年の国（地域）iからの訪日客のうち，家族や友人と同行する者の比率（％）  

First it：t 年の国（地域）i からの訪日客における 1 回目訪日者の比率（％） 

Pleasure it：t年の国（地域）iからの訪日客における観光目的の訪日者の比率（％） 

Gtour it：t 年の国（地域）i からの訪日客における団体ツアー客の比率（％） 

Shukusha it：t 年の国（地域）i からの訪日客における「会社・学校の宿舎と寮」の利用者の

比率（％） 
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Minpaku it: t年の国（地域）iからの訪日客における民泊利用者の比率（％） 

sFemale it : t 年の国（地域）i からの訪日客における女性客の比率（％） 

Age20s it: t 年国（地域）i からの訪日客における 20 代（20~29 歳）客の比率（％） 

PGDP it: t年国（地域）i の一人当たり GDP（米ドル, 2010 年価格） 

上述した諸変数の内，PGDP（出身国の一人当たり GDP）のデータは，世界銀行の WDIデ

ータベース（World Bank, 2018）から，他の変数のデータは，観光庁（各年）の「訪日外国

人消費動向調査」から，それぞれ取得した。諸変数の基本統計量は，表 8に示されている。 

 

表 8 諸変数の基本統計量 

 

（出所）観光庁（各年）「訪日外国人消費動向調査」，World Bank (2018) “ World Development 

Indicator”より計算。 

 

ただし，表 9に示されているように，一部の説明変数の間に高い相関関係があるので，

これらの変数を同時にモデルに入れることが避けるべきである。実証分析では，異なる説

明変数の組み合わせで構成される複数のモデルを用いて，検証を行った。 
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表 9 諸変数間の相関係数 

 

（出所）著者の計算。 

 

3.2 実証分析の結果 

表 10 は，国別一人当たり一泊宿泊費を被説明変数として，2014～2018 年のパネルデー

タを用いて分析した結果を示している。実証分析を行う際，変量効果モデルと固定効果モ

デルの両方を用いて分析を行ったが，Hausman 検定によると，固定効果モデルよりも変量

効果モデルの分析結果が妥当であるので，2 つの変量効果モデルに基づく分析結果のみを

報告している。同表からは，次の関係が判明できる。 

（１）被説明変数「国別一人当たり一泊宿泊費」に対して，PGDP（「出身国の平均所得水

準」）が顕著なプラスの影響を与えている。第 2 章で述べたように，訪日客の買い物支出に

ついては，中国などアジアの中所得国からの訪日客の一人当たり消費額の高さが非常に目

立っており，所得水準以外の要因も強く影響していると考えられるが，訪日客の一人当た

り一泊宿泊費については，やはり「出身国の平均所得水準」という最も基本的な経済要因

に強く左右されている。 

（２）被説明変数「国別一人当たり一泊宿泊費」に対して，「女性客の比率」と強く相関す

る「同行者がいる比率」も統計的に有意なプラスの影響を与えている。日本以外の多くの

国では，客室利用代金は，利用者が規定人数以下であれば利用者人数と関係なく一室の代

金として計算されるので，同行者がいれば，一人当たり一泊平均宿泊費が通常低くなる。

しかし，日本では，それと逆の関係になっている。おそらく，客室利用代金がほとんど人

数分で計算する日本で旅行する場合は，同行者がいると，一人当たり宿泊費の節約効果が

あまりないとともに，より大事な記念旅行である可能性が高いので，相対的にグレードの

高い宿泊施設を選択する傾向が強くなるからであろう。 

（３）被説明変数「国別一人当たり一泊宿泊費」に対して，「会社と学校の宿舎・寮の利用
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者の比率」が統計的に有意なマイナスの影響を与えている。これは，同比率の高い国は主

に低所得国であり，これらの国からの訪日者の中には多くの研修者（日本の国内企業が受

け入れた技能研修生や海外日系企業の現地社員など）が含まれているからであろう。一方，

「民泊利用者の比率」は，「国別一人当たり一泊宿泊費」に対する有意な影響を与えていな

い。外国人客が利用している民泊施設には，単純に安価なものだけではなく，安くはない

が居心地が良いものが多く含まれていると考えられる。 

（４）「団体客の比率」が，被説明変数「国別一人当たり一泊宿泊費」に対して，ある程度

で「同行者がいる比率」のようなプラスの影響を与えているが，モデル 2 のみにおいて，

その影響が統計的に有意である。近年，外国人客誘致を巡る地域間競争が激化する中，安

価な訪日団体ツアーが増加しているがその原因の一つであろう。一方，「東京訪問率」およ

びこれと強く相関する「1 回目日本訪問者の比率」は，被説明変数「国別一人当たり一泊

宿泊費」に対してプラスの影響を与えるが，いずれも統計的には有意ではない。東京都を

訪問する外国人客は，訪日期間中に他の地域の宿泊施設も利用するとともに，東京都内に，

中低価格の施設を含む多様な宿泊施設選択肢が増えていると推測できる。 

以上の実証分析の結果から，訪日外国人客の「国別一人当たり一泊宿泊費」は，主に「出

身国の平均所得水準」に大きく左右されるとともに，訪問目的や旅行者属性を反映する「会

社と学校の宿舎・寮の利用者比率」や「同行者がいる比率」及び宿泊文化などの要因にも

影響されることが分かった。こうした実証分析の結果は，前述した 3 つの仮説を概ね支持

していると言える。 

 

表 10 実証分析の結果 （被説明変数：国別一人当たり一泊宿泊費） 

 

（出所）著者の計算 
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4. 分析結果の政策インプリケーション 

 

本研究では，国土交通省の「訪日外国人消費動向調査」や「宿泊旅行統計」など統計デ

ータおよび訪問調査に基づいて，訪日外国人客の宿泊施設選択行動の国別特徴と変化を考

察した。さらに，宿泊行動の特徴を総合的に反映する「一人当たり一泊宿泊費」指標に焦

点を当てて，主要訪日国（18 の国・地域）からの外国人客に関する 2014～2018 年のパネ

ルデータと統計分析モデルを用いて，同指標への影響要因を検証した。分析結果によると，

訪日外国人客の国別一人当たり一泊宿泊費は，注目を集めている国別一人当たり平均買物

代と大きく違って，基本的に出身国の平均所得水準に大きく左右されている。所得水準要

因のほか，訪問目的や旅行客属性及び宿泊文化などの要因も影響しているとみられている。 

以上の分析結果から，いくつかの示唆が得られる。 

まず，訪日外国人客の宿泊施設選択行動は，出身国の平均所得水準に大きく左右されて

いるので，ホテルなど宿泊施設の投資・建設を考える際，訪日客の 8 割以上を送出してい

るアジア諸国の経済発展と所得水準の動向をより重視しなければならない。中国をはじめ

とするアジア諸国（地域）の経済成長と所得水準の上昇につれて，訪日アジア客の宿泊消

費水準は総じて上昇していくと期待できるが，アジアのほとんどの国は日本の所得水準を

下回る発展途上国であるとともに，中国及びその周辺諸国の経済成長も減速しているので，

当面，期待先行で高級ホテルなど高価格宿泊施設を性急に建設することを避けるべきであ

る。 

また，宿泊施設の料金制度と価格水準について，訪日外国人客の訪問目的・訪問客属性

の特徴と変化に合わせて調整する必要がある。現在の日本大都市におけるホテル客室料金

は，個人客が利用する場合は，東アジア（韓国・中国・台湾・香港）の多くの大都市の同

級ホテルよりも安いが，同行者が一緒に利用する場合，逆に日本のほうが他の国（地域）

より割高となり，家族・友人と一緒に訪日する意欲を抑えてしまう。より多くの外国人客

に来てもらうために，日本の従来の宿泊施設料金制度を改革する必要がある。外国人客が

よく利用するホテルまたはインバウンド客用に特化するホテルなどの宿泊施設では，外国

人客が慣れている「１室あたり」料金制度を導入するとともに，客室の使用価格を若干上

げてもよいと思われる。 

なお，民泊施設の急増は，ホテルなど既存の商業宿泊施設の客室価格を引き下げている

ではないかと強く懸念されているが，本研究では，統計的に有意な影響が検出されていな

い。総じて，民泊施設は既存のホテルと価格競争しているよりも，急増する外国人客に補

完的な宿泊施設を提供し，インバウンド観光市場の拡大に貢献していると言える。今後，

宿泊市場の秩序のある成長を推進するために，民泊施設に対して，衛生・安全・防災の管

理などについてのチェク・指導を強化する必要があるが，民泊ビジネスそのものをサポー

トすべきである。 
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付録 訪日外国人消費動向調査 

（観光庁：https://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/syouhityousa.html） 

 

1．調査の目的 

訪日外国人旅行者の消費動向を明らかにし，外国人観光客誘致に関する施策の企画立案，

評価等のための基礎資料を得ることを目的とする。 

本調査では，目的に応じて以下に示す 3 つの調査を四半期毎に実施している。 

A 全国調査：日本全体での訪日外国人の客層や旅行内容，消費実態を明らかにする。 

B1地域調査：訪問地（都道府県）毎に，訪日外国人の客層や旅行内容，消費実態を明らか

にする。 

B2クルーズ調査：船舶観光上陸許可を得た訪日外国人の客層や旅行内容，消費実態を明ら

かにする。 

2．調査の対象 

2.1 調査対象者 

トランジット，乗員，１年以上の滞在者等を除く日本を出国する訪日外国人旅行者 

2.2 調査標本数 

 四半期毎に総数 34,964 票（A 全国調査 7,830 票，B1 地域調査 26,174 票，B2 クルーズ

調査 960 票）を目標に調査を実施（年間 139,856 票） 

3．主な調査事項 

回答者の属性（国籍，性別，年齢等），訪日目的，消費額など 

※本調査の実施に合わせて訪日旅行に対する満足度等の意識調査も実施します。 

4．調査の公表時期 

調査実施期間終了後，翌月末に 1 次速報，4 ヶ月後に 2 次速報，翌年 3 月末に年間確報。

https://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/syouhityousa.html
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5．調査の方法 

5.１調査実施場所 

 A1全国調査：17空海港（新千歳空港，函館空港，仙台空港，東京国際空港，成田国際空

港，静岡空港，中部国際空港，小松空港，関西国際空港，広島空港，高松空港，福岡空港，

鹿児島空港，那覇空港，関門港（下関），博多港，厳原港） 

 B1地域調査：25 空海港（新千歳空港，函館空港，青森空港，仙台空港，茨城空港，東京

国際空港（羽田空港），成田国際空港，富山空港，小松空港，富士山静岡空港，中部国際空

港，関西国際空港，岡山空港，広島空港，米子空港，高松空港，福岡空港，佐賀空港，宮

崎空港，鹿児島空港，那覇空港，境港，関門（下関）港，博多港，厳原港） 

 B2クルーズ調査：3 海港（博多港，長崎港，那覇港） 

5.2 調査実施時期 

 四半期（1 月～3月，4 月～6月，7 月～9月，10 月～12月） 

 ※2010 年 4 月～6月調査から調査開始 

5.3 調査手法 

   調査対象空海港の出国ロビーにいる訪日外国人に調査員が協力を求め，タブレット

端末又は紙調査票を示しつつ，聞き取る方式（他計方式）により行う。 

5.4 調査の流れ 

 観光庁⇔民間等請負業者⇔調査員⇔調査対象者 

 


